
　

岩
見
沢
市
を
取
り
巻
く
財
政
環
境
は
、

長
期
的
な
地
域
経
済
の
低
迷
に
よ
る
厳
し

い
経
済
情
勢
が
続
い
て
お
り
、
地
方
税
収

入
や
地
方
交
付
税
の
減
少
な
ど
、
歳
入
の

確
保
が
難
し
い
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
よ
う
な
中
、
平
成　

年
度
の
予
算

２４

執
行
に
あ
た
っ
て
は
、
福
祉
、
医
療
、
教

育
な
ど
の
重
点
項
目
や
優
先
的
に
対
応
す

べ
き
課
題
を
見
極
め
、
市
民
本
位
の
市
政

の
実
現
に
向
け
、
広
い
視
野
と
組
織
横
断

的
な
思
考
を
持
っ
て
、
課
題
解
決
に
向
け

て
取
り
組
む
こ
と
を
基
本
と
し
、
将
来
を

見
据
え
た
行
財
政
基
盤
の
確
立
を
図
り
、

岩
見
沢
市
の
自
立
と
活
性
化
を
目
指
す
べ

く
、
効
率
的
な
事
業
展
開
を
行
い
ま
し

た
。

　

今
後
も
厳
し
い
財
政
状
況
が
続
く
こ
と
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安
定
し
た
財
政
基
盤
を

確
立
す
る
た
め
に

市市税税
８４億６００万８４億６００万円円（（１７.５％）１７.５％）
市民税、固定資産税な市民税、固定資産税などど

分担金及び交付分担金及び交付金金
６億８,５０２万６億８,５０２万円円（（１.４％）１.４％）
保育料、学校給食費な保育料、学校給食費などど

使用料及び手数使用料及び手数料料
６億７,５１４万６億７,５１４万円円（（１.４％）１.４％）
市営住宅の家賃、証明書市営住宅の家賃、証明書のの

交付手数料な交付手数料などど

その他自主財その他自主財源源
３９億４,５９３万３９億４,５９３万円円（（８.２％）８.２％）
寄附金、市有財産の貸付寄附金、市有財産の貸付料料

ななどど地方交付地方交付税税
１５８億６,４４４万１５８億６,４４４万円円（（３３.０％）３３.０％）
国国（（国国税税））などからの交付などからの交付金金

国庫支出国庫支出金金
７６億７,２６２万７６億７,２６２万円円（（１６.０％）１６.０％）
使い道を特定された、国使い道を特定された、国かか

らの補助金ならの補助金などど

市市債債
６７億４,３３０万６７億４,３３０万円円（（１４.０％）１４.０％）
長期的な借入長期的な借入金金

その他の依存財その他の依存財源源
４０億９,９０６万４０億９,９０６万円円（（８.５％）８.５％）
各各種事業に対する交付金な種事業に対する交付金などど

産市税の負担状況（平成２４年度）
８４億６００万円金 額

９５,５４９円１ 人 当 た り

１９８,１１０円１世 帯 当 た り

人　口　　８７,９７６人
世帯数　　４２,４３１世帯
（平成２５年３月３１日現在）

平成２４年平成２４年度度

決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決決
算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算算

　
市
は
、
４
月
か
ら
翌
年
３
月
ま
で
の
１
年
間
を
１
区
切
り
に
し
た
会
計
年

度
ご
と
に
、
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
な
ど
、
入
っ
て
く
る
お
金
（
歳
入
）と
そ

れ
を
ど
の
よ
う
に
使
う
か
（
歳
出
）
を
決
め
る
予
算
を
組
み
立
て
、
議
会
の
議

決
を
受
け
て
事
業
を
行
い
ま
す
。

　
そ
し
て
、
年
度
の
最
後
に
歳
入
と
歳
出
、
預
金
や
借
金
の
状
況
を
明
ら
か

に
す
る
決
算
を
行
い
、
議
会
の
承
認
を
受
け
て
い
ま
す
。

　
今
月
号
で
は
、
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計
の
内
、
一
般
会
計
を

中
心
に
、
平
成
　
年
度
の
決
算
の
内
容
や
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

２４

が
予
想
さ
れ
ま
す
が
、
平
成　

年　

月
に

２５

１０

策
定
し
た
、
新
た
な「
行
政
改
革
大
綱
」お

よ
び「
中
長
期
財
政
計
画
」を
基
に
、
将
来

に
わ
た
っ
て
安
定
し
て
持
続
可
能
な
財
政

基
盤
を
確
立
す
る
た
め
の
行
財
政
運
営
を

行
っ
て
い
き
ま
す

　

一
般
会
計
は
、
市
の
仕
事
を
行
う
た
め

の
基
本
的
な
経
費
に
つ
い
て
の
会
計
で

す
。

　

こ
の
会
計
の
平
成　

年
度
１
年
間
の
収

２４

入
は
、　

億
９
千　

万
円
、
支
出
は　

億

４８０

１５１

４７８

９
千　

万
円
で
、
差
し
引
き
で
１
億
９
千

８３４

　

万
円
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
剰
余
額

３１７に
は
、
平
成　

年
度
の
事
業
に
も
継
続
し

２５

て
使
う
１
億
８
千　

万
円
が
含
ま
れ
て
い

１２

る
の
で
、
こ
れ
を
差
し
引
く
と
実
質
的
な

剰
余
額
は
、
１
千　

万
円
に
な
り
ま
す
。

３０５

　

平
成　

年
度
の
決
算
を
前
年
度
と
比
較

２４

す
る
と
、
収
入
が　

％
、
支
出
が　

％
そ

３.２

３.０

れ
ぞ
れ
増
加
し
ま
し
た
。

　

市
債
は
、
市
が
公
共
事
業
な
ど
を
実
施

す
る
た
め
に
借
り
る
お
金
の
こ
と
で
す
。

市
債
残
高
は
、
前
年
度
末
と
比
較
す
る

と
、　

億
２
千　

万
円
増
加
し
、　

億
９

２０

２５６

４９２

千　

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

９０８

　

ま
た
、
返
済
金
の
一
部
を
国
か
ら
の
交

�市債の残高（平成２４年度末）

現在高各　会　計

４９２億９,９０８万円一 般 会 計

６億１,３０２万円特 別 会 計

３,４５８万円公共用地等造成費

１億２５８万円公設卸売市場費

２億１,７００万円高 等 学 校 費

２億５,８８６万円農業集落排水事業費

０円駅北土地区画整理事業費

４９９億１,２１０万円合 計

�市有財産の状況（平成２４年度末）
現在高区　　　分

５４９,３６７㎡建 物

２８,２８６,１４１㎡土 地

１７,０６２,２０２㎡う ち 山 林

２４０台機械器具（ 車   両)

土地          ３５４,０９４㎡
現金 １３４億２,３３９万円

基 金

４,５７２万円有 価 証 券

７億３,５２７万円出資による権利
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一
般
会
計
の
状
況

市
の
借
金
で
あ
る

市
債
の
状
況

自主財源とは
　市が自主的に得られる財源のこと。
自主財源の割合が高いほど、安定した
財政基盤を確立できます。

依存財源とは
　国などから、基準に基づいて交付さ
れたり、割り当てられたりする財源の
こと。

議会議会費費
３億８６２万３億８６２万円円（（０.６％）０.６％）

議会の運議会の運営営

総務総務費費
４１億７,２６０万４１億７,２６０万円円（（８.７％）８.７％）

住民票の発行などの一般的な事住民票の発行などの一般的な事務務
民生民生費費
１３３億７,８２３万１３３億７,８２３万円円（（２７.９％）２７.９％）
児児童童・・高齢高齢者者・・障がい者障がい者福福

祉、生活保護な祉、生活保護などど衛生衛生費費
３０億５,７８６万３０億５,７８６万円円（（６.４％）６.４％）
ごみ処理、健康診断なごみ処理、健康診断などど

労働労働費費
１億２２１万１億２２１万円円（（０.２％）０.２％）

雇用促進、勤労者福祉な雇用促進、勤労者福祉などど

農林水産業農林水産業費費
１４億７,６２８万１４億７,６２８万円円（（３.１％）３.１％）

農農業業・・林林業業・・畜産の進行な畜産の進行などど

商工商工費費
８億５,２４２万８億５,２４２万円円（（１.８％）１.８％）

商商工業の発展、観光の振興な工業の発展、観光の振興などど

土木土木費費
７０億９,９８４万７０億９,９８４万円円（（１４.８％）１４.８％）
道道路路・・公公園園・・市営住宅の市営住宅の整整

備、除排雪な備、除排雪などど

消防消防費費
１１億３,４８６万１１億３,４８６万円円（（２.４％）２.４％）

消防署の運消防署の運営営

教育教育費費
７８億３,０５９万７８億３,０５９万円円（（１６.４％）１６.４％）
小小・・中学校教中学校教育育、、生涯学習生涯学習

ななどど

公債公債費費
５８億３,１３８万５８億３,１３８万円円（（１２.２％）１２.２％）
借入金の元金と利息の返借入金の元金と利息の返済済

諸支出諸支出金金
２６億４,７３９万２６億４,７３９万円円（（５.５％）５.５％）

公社への貸し付公社への貸し付けけ

災害復旧災害復旧費費
６０６万６０６万円円（（０.０％０.０％））

災害による被害の復災害による被害の復旧旧

剰余額１億９,３１７万円
（翌年度へ繰越）



付
税
に
よ
り
補
て
ん
さ
れ
る
良
質
な
市
債

の
借
入
れ
に
努
め
て
い
ま
す
。

　

市
の
貯
金
で
あ
る
財
政
調
整
基
金
な

ど
、　

あ
る
基
金
の
平
成　

年
度
末
残
高

２３

２４

は
、　

億
２
千　

万
円
で
、
前
年
度
末
の

１３４

３３９

残
高
と
比
較
す
る
と
、
２
億
４
千　

万
円

６０

減
少
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
平
成　

年
度
決
算
に
お
け
る

２３

剰
余
金
を
積
み
立
て
た
ほ
か
、
平
成　

年
２４

度
に
お
け
る
財
源
不
足
を
補
う
た
め
、
財

政
調
整
基
金
を
３
億
８
千
万
円
使
用
し
た

こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

▽
ご
み
減
量
化
推
進
事
業

　

ご
み
の
発
生
抑
制
、
再
使
用
、
再
生
利

用
の
促
進
に
向
け
、
井
戸
端
会
議
の
開
催

や
市
民
会
議
と
連
携
し
た
啓
発
を
推
進

し
、
市
民
意
識
の
高
揚
を
図
り
ま
し
た
。

▽
市
民
参
画
・
協
働
ま
ち
づ
く
り
推
進
事
業

　

市
民
が
主
体
的
に
地
域
課
題
に
取
り
組

み
、
市
民
と
行
政
が
連
携
・
協
働
し
た
地

域
づ
く
り
を
よ
り
一
層
推
進
す
る
た
め
、

町
会
連
合
会
へ
の
説
明
会
の
開
催
や
住
民

自
治
条
例
の
制
定
に
向
け
た
調
査
・
検
討

を
す
る
市
民
会
議
の
運
営
等
、
全
市
的
な

展
開
に
向
け
た
取
り
組
み
を
実
施
し
ま
し

た
。

▽
疾
病
予
防
推
進
事
業

　

感
染
症
の
発
症
お
よ
び
ま
ん
延
を
予
防

す
る
た
め
の
定
期
予
防
接
種
と
子
宮 
頸 
が

け
い

ん
、
ヒ
ブ
、
小
児
用
肺
炎
球
菌
の
3
種
類

の
ワ
ク
チ
ン
接
種
を
実
施
し
ま
し
た
。

▽
北
村
地
区
健
康
・
医
療
サ
ポ
ー
ト
事
業

　

医
療
機
関
が
な
い
北
村
地
区
で
、
地
域

住
民
が
安
心
し
た
生
活
が
送
れ
る
よ
う
、

北
村
支
所
の「
相
談
コ
ー
ナ
ー
」を
中
心
に

保
健
師
に
よ
る
訪
問
活
動
や
往
診
調
整
、

支
所
来
庁
者
や
自
宅
か
ら
の
電
話
に
よ
る

各
種
相
談
な
ど
、
地
域
住
民
の
健
康
や
医

療
を
サ
ポ
ー
ト
し
ま
し
た
。

▽
学
校
給
食
共
同
調
理
所
運
営
事
業

　

安
全
安
心
で
お
い
し
い
給
食
を
提
供
す

る
た
め
、
岩
見
沢
共
同
調
理
所
に
ス
チ
ー

ム
コ
ン
ベ
ク
シ
ョ
ン
オ
ー
ブ
ン
を
設
置
す

る
と
と
も
に
、
児
童
生
徒
が
使
用
す
る
食

器
お
よ
び
ご
飯
保
温
容
器
の
更
新
を
行
い

ま
し
た
。

　

ま
た
、
衛
生
管
理
や
調
理
等
に
関
し
て

説　　明
財政再生
基 準

早期健全化
基 準

岩見沢市指標名

一般会計等の赤字を市税等の財源規模と比較す

る割合
２０％１２.08％黒字実 質 赤 字 比 率

一般会計のほか、特別会計、企業会計すべての会

計の赤字を市税等の財源規模と比較する割合
３０％１７.08％黒字連結実質赤字比率

財政規模に対する借入金の返済額およびこれに

準じる額の割合
３５％２５％１２.0％実質公債費比率

一般会計の借入金や将来支払っていく可能性の

ある負担などの割合
３５０％４３.4％将 来 負 担 比 率

　岩見沢市はいずれの指標も基準を下回っています。早期健全化基準を上回った場合は自治体で計画を立て
て自主的に、財政再生基準を上回った場合は国などの関与の下で、それぞれ財政再建することとなります

説　　明
経営健全化
基 準

会計名と割合指標名

国民健康保険費、介護保険費、後期高齢者医療

費を除く特別会計と企業会計の資金不足を料

金収入の規模と比較する割合

２０％
資金不足を生じている
会計はありません

資 金 不 足 比 率

算資金不足比率（特別会計、企業会計）
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算健全化判断比率

平成２４年度決平成２４年度決算算のの
健全化判断比健全化判断比率率などをなどをお知らせしまお知らせしますす

安
全
・
安
心

健
康
・
福
祉

教
育
・
文
化

市
の
貯
金
で
あ
る

基
金
の
状
況

平
成

年
度
の
主
な
事

平
成
　
年
度
の
主
な
事
業業

２４２４

高
い
専
門
性
や
実
務
能
力
を
有
す
る
民
間

事
業
者
に
調
理
等
の
業
務
を
委
託
し
、
衛

生
管
理
体
制
や
調
理
等
の
実
施
体
制
を
整

備
し
ま
し
た
。

▽
特
別
支
援
教
育
推
進
事
業

　

心
身
に
障
が
い
を
持
つ
児
童
生
徒
お
よ

び
特
別
な
教
育
的
支
援
を
必
要
と
す
る
児

童
生
徒
の
自
立
と
社
会
参
加
に
向
け
、
適

切
な
就
学
指
導
お
よ
び
必
要
な
支
援
を
行

い
ま
し
た
。

▽
中
心
市
街
地
活
性
化
対
策
事
業

　

中
心
市
街
地
の
核
と
な
る
商
業
業
務
集

積
地
区
の
活
性
化
を
官
民
協
働
に
よ
り
進

め
る
と
と
も
に
、
中
心
市
街
地
活
性
化
の

た
め
、
中
心
市
街
地
活
性
化
協
議
会
と
連

携
し
、
中
心
市
街
地
活
性
化
基
本
計
画
に

掲
載
さ
れ
た
事
業
を
推
進
し
ま
し
た
。

▽
観
光
振
興
事
業

　

岩
見
沢
市
観
光
協
会
な
ど
が
主
催
す
る

イ
ベ
ン
ト
や
中
心
市
街
地
の 
賑 
わ
い
に

に
ぎ

 
繋 つな

が
る
イ
ベ
ン
ト
事
業
を
支
援
す
る
と
と
も

に
、
岩
見
沢
市
観
光
振
興
ビ
ジ
ョ
ン
の
目

標
に
基
づ
く
特
色
の
あ
る
地
域
の
様
々
な

観
光
資
源
を
活
か
し
、
岩
見
沢
の
新
し
い

観
光
を
推
進
す
る
取
り
組
み
を
行
い
ま
し

た
。

5 平成26年2月 　　　　　　　

差　引支　出収　入各 特 別 会 計

△３億５,６２８万円１０７億５,３２１万円１０３億９,６９３万円国 民 健 康 保 険 費

３８６万円２億１９３万円２億５７９万円と 畜 場 費

△１億４,９５７万円１億６,１６６万円１,２０９万円公共用地等造成費

５５万円４,５６２万円４,６１７万円公 設 卸 売 市 場 費

３２万円５億７,７７９万円５億７,８１１万円高 等 学 校 費

 △２億５,２２１万円２億７,１８７万円１,９６６万円企 業 用 地 造 成 費

９９万円７,９３１万円８,０３０万円農業集落排水事業費

１億４,８２１万円６７億４,４５８万円６８億９,２７９万円介 護 保 険 費

１２８万円１２億８４１万円１２億９６９万円後期高齢者医療費

△６億２８５万円２００億４,４３８万円１９４億４,１５３万円合　　　計

特定の収入があり、目

的ごとに使い道をはっ

きりさせるための会計

特 別 会 計特特 別別 会会 計計

産
業
・
経
済

問
合
先　

市
財
政
課

水道や病院など、民間企

業と同じように、料金な

どの収益で運営する会

計

収益的とは…年度内の経営活動の収入と、それに対応するすべての費用
資本的とは…将来の経営活動に備えて行う、施設の整備などの費用とその財源収入

差　引支　出収　入各 企 業 会 計

４,０８８万円１０６億７,９７２万円１０７億２,０６０万円収益的
病 院 事 業

△８億７,５４３万円１３億５,２８３万円４億７,７４０万円資本的

　 ３億２６９万円１３億８,１１４万円１６億８,３８３万円収益的
水 道 事 業

△８億４,０５９万円１４億７,９６９万円６億３,９１０万円資本的

４億７,２２３万円１６億９,９５８万円２１億７,１８１万円収益的
下水道事業

△７億３,８５３万円２１億７,６３７万円１４億３,７８４万円資本的

※資本的収支の赤字分については、当年度純利益などで補てんしました。
【病院事業】

煙市立総合病院
４０５人　入院１日平均
９８２人　外来１日平均

煙市立栗沢病院
６７人　入院１日平均
６１人　外来１日平均

【水道事業】

４４,３２３戸給 水 戸 数
８７,９０３人給 水 人 口

１０,３６９,２４６逢総 配 水 量
２８,４０９逢１日平均配水量

【下水道事業】

２,３６０佐処 理 区 域 面 積
８５.８ 昏普 及 率
９８.１ 昏水 洗 化 率

１１,６０４,３６６逢処 理 水 量

企 業 会 計企企 業業 会会 計計


